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        平成 22 年 3 月１５日 

 

    （社）日本プロジェクト産業協議会 

        森林再生事業化研究会 
 



                    平成 22 年 3 月 15 日    

     『次世代林業システム』の提案 
 

             (社)日本プロジェクト産業協議会(JAPIC) 

                   会長 三村 明夫 
              同  森林再生事業化研究会 
                   主査 米田 雅子 
 

JAPIC/森林再生事業化研究会は、戦後史上初めて産業界の力を結集、 

「林業復活・産業創出による森林再生」を目指し鋭意活動中であります。 

平成２０年１２月、「日本創生委員会」に於いて国家戦略上の枢要案件と 

位置づけし、次の３項目を掲げ、精力的に検討して参りました。 

 

① 木材(国産材)自給率 50%を目指す。これに向けて産業界が動く。 

② 国公有林/私有林、国/地方、省庁・業界等の垣根を超える 

全シ－ムレスな広域森林再生。 

③  貴重な木材資源を余すことなく使う(材料からエネルギ－まで) 

関係企業集結～協働。 

 

『次世代林業システム』実現の為、農林水産省、国土交通省、経済産業省 

等関係省庁、地方、民間企業が連携し、平成２３年国際森林年に向け、 

国家プロジェクトとして推進頂きたく、ここにご提案申し上げる次第で 

あります。 

以上 
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高密路網化

利用間伐の拡大
林地残材極小化

施業の集約化

高性能林業

 

機械の導入

持続可能な森林経営持続可能な森林経営

製紙

建設

機械

観光

金融

商社

製造業

鉄鋼

電力ガス

地域バイオマス

集成材工場

製材工場 合板工場

チップ工場

広範囲な企業の力を結集し、循環型ビジネスで森林再生・環境再生を実現しよう

・国・公・私有林の区別を越える
・省庁の縦割りを越える
・自治体の境界を越える
・広葉樹、針葉樹の区分を越える
・一部の不在不明所有者を越える

シームレスな広域の森林整備

森林の健

 
全化

 

森林の健

 
全化

国土の保全
水源かん養

国土の保全
水源かん養

生物多様

 
性の保全

 

生物多様

 
性の保全

CO2吸収

低炭素化

CO2吸収

低炭素化

全木材カスケイド利用 外材からシフト国産材50％目標

地域産業の創出

需要の動向に応じた山側の供給体制をつくる

国産木材利用商品

多様な森林資

 

源ビジネス創出

木材加工業

林業

森林資源のマテリアルとエネルギーのバランスを取ろう

林建共働の推進

林業機械・車両開発
架線集材の改良

CO2排出権、カーボ

 

ンオフセット

全木集材システム

国産材利用推進

経産省 国交省

次世代林業推進のための
省庁連携のしくみをつくろう

次世代林業推進のための
省庁連携のしくみをつくろう

林野庁

○○省

モデル地域づくりモデル地域づくり

第１歩として、大規模社有林、森林組合、林

 

業経営者、国有林等が連携し、2000haクラス

の団地化を進める。
森林再生を目指す実効性のある仕組みを

試行する。

バイオマスの用途開発

森林資源森林資源

製材製材

原木原木

合板合板

燃料／エネルギー燃料／エネルギー

灰・残さ灰・残さ

マテリアル

エネルギー

チップチップ

製紙製紙 ボードボード

全木材100％カスケイド利用

林

 

地

 

残

 

材

 

林

 

地

 

残

 

材

広葉樹の多様な活用

「平成検地」で境界確定を加速し、森林状況を把握す

 
るために、全国土デジタル情報基盤を整備しよう

森林整備、国土保全、生物多様性保全のために広域

 
マスタ－プランを作り、基幹的な作業道を整備しよう

次世代を担う新しい資源の造成
毎年一定面積の皆伐・造林を実行

多様な森林整備と循環型利用を
森林全体（針葉樹・広葉樹の区分なく）に展開しよう

森林資源を活かし農商工連携で産業・観光振興しよう
森林バイオマス利用の野菜工場・製造業等

住宅・建築

運輸

流通・物流

 

改革

小面積皆伐・更新

エネルギー利用

中間土場

国産材輸出

提言(案) 次世代林業システムにおける取組み(概要)提言(案)



 

 
 
 
 

   次世代林業システムの提案(詳細) 

   

 

 

 

 

 

 

 

        平成 22 年 3 月 15 日 

      (社)日本プロジェクト産業協議会(JAPIC) 

              森林再生事業化研究会 

 



林業と木材利用業による林業改革
集約化、路網整備、機械化、流通合理化、加工大規模化

林野庁の「新生産システム」は平成２２年度まで

現行の林業改革

次世代林業システムとは、現行の林業改革に次の方向を加える

林業関連に加え、広範囲な企業参加によるビジネスで森林再生をめざす。

現行の制度や枠組みをこえたシームレスな広域の森林整備をめざす。

需要に応じた山側の供給体制をつくる。
国産材５０％目標（現２４％）。木材１００％利用（製材、チップ、バイオマス）

日本の利用木材の100％を、海外・国内の持続可能な森林から調達し、
CO2

 

を削減し、地球環境に寄与する

平成２３年の国際森林年に向け、省庁横断型の国家プロジェクトを提案する。

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子次世代林業システムの方向提言（案）

平成２３年は国際森林年にむけてキックオフ
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日本は世界有数の森林国だが
 

国産材シェアは２４％

育つ森林
8,000万m3/年

木材使用量
8,000万m3 /年

ほぼ均衡

蓄積（百万m3）

国土の66％が森林、蓄積量44億m3

フィンランドに次ぐ世界第2位の森林占有率

558 798
1,361

1,892
2,338

2,6511,329
1,388

1,502

1,591

1,702
1,780

1,887
2,186

2,862

3,483

4,040

4,432

0

1,000

2,000

3,000

4,000

昭和 41 年 昭和 51 年 昭和 61 年 平成 7 年 平成 14 年 平成 19 年

人工林 天然林等

育ってきた日本の森林
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JAPIC森林再生事業化研究会主査091111

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子

森林の減少・劣化

地球温暖化の加速 生物多様性の損失

毎年730万haが減少（図の赤い部分）

５年間で日本の国土面積に相当

・農地への転用
・焼き畑の増加
・薪炭材の過剰採取
・森林火災
・違法伐採など

中長期的な国際木材需給の逼迫

減少・劣化が続く世界の森林

更なる森林減少・劣化の加速懸念 3



JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子

日本の森林、海外の森林の育成と
循環した木材利用の促進

外材を50%へ（現状76%）

海外の持続可能な森林から搬出された
木材の調達を推進し、世界の健全な
森林づくりに寄与しよう

日本の木材調達

日本の持続可能な森林

日本の利用木材の100％を
 内外の持続可能な森林から調達しよう

 ～ CO2

 

を削減し、地球環境に寄与
 

～

海外の持続可能な森林
（日本企業による植林含む）

国産材を50%へ（現状24%）

切捨て間伐を減らし、搬出間伐や
循環小面積皆伐（更新必須）による
木材を使い、森林を育てよう

育林によるCO2 吸収増加

木材利用後の残材や廃材は燃

 
料として使用⇒化石燃料の代替

育林によるCO2 吸収に寄与

海外森林の劣化をくいとめ、CO2 
排出を抑制することに寄与

木材の炭素固定量の増加によるCO2 減少

人工林の法正林化による木材

 
供給安定化

里山の保全、耕作放棄地へ

 
の植林

国

 内

海

 外

世界の持続可能な森林から調達し、CO2を削減提言（案）

省エネ製品としての木材利用によるCO2 排出削減

グリ－ン購入・認証制度等の活用
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•

 
林業の生産基盤の多くが未整備
路網整備・機械化の遅れで低生産性。小規模の山林所有、不在村所有者等

 
の経営意欲減退により進まない団地化。

•

 
間伐材の７、８割が、山中に切り捨て

•

 
旧態の流通、加工の遅れ、JASの形骸化

•

 
木材価格はピーク時の3割にまで下落

• 「業」として成立していない林業

木材価格の低迷、経営コストの増大、補助金依存

• 国産材利用の低迷

毎年の森林蓄積量の増加にもかかわらず国産利用率は24%

厳しい日本の林業と木材産業
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③多様な気候と樹種

多様な日本の森林

①多様な地形
・緩傾斜地

北海道、フィンランド、スウェーデン
・急傾斜地

四国、九州南部、
ドイツ、オーストリア、スイス

②多様な地質
・日本の地質は複雑で不安定
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林野庁による新生産システム

従 来 新生産システム

所有者 所有者 所有者

素材生産

大規模製材工場

直 送

還元

還元

素材生産

製材工場

所有者

素材生産

製材工場

所有者

素材生産

製材工場

所有者

m3

市場

新生産システム（川上と川下が連携した大規模化モデル）（平成18年から22年まで）

森林所有者へ

 
の施業提案等

 
による集約化

路網と高性能
林業機械による

コストダウン

直送による木材
流通の合理化

大規模な加工

 
施設の整備

（林野庁資料）

林野庁施策
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木材の安定供給体制の確立提言（案）

対策

課題
 

需要に応じた国産材の安定供給体制の構築

※需要に応じた安定供給

 

『３つの柱と課題』
価格(C）⇒

 

国際競争力の維持（需要側から見れば、既に国際水準）
品質(Q)

 

⇒

 

木材が工業製品（建材等）の原料に、バイオマスなど様々なニーズへの対応
納期(D)

 

⇒

 

需要サイドの大規模化に応じた安定供給体制の構築

【供給側】
路網整備と高性能林業機械の導入

⇒生産コストダウン

【需要側】
木材のカスケード利用

⇒森林の付加価値アップ

全木材の
有効利用

（林地残材ゼロ）
情報・連携
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林業の路網基盤の整備状況

森林整備に路網は欠かせないものであるが、日本の整備状況は

 遅れている。また高性能林業機械は全国で約3500台にとどまり、

 稼働率も高くない。

○林内路網密度の諸外国との比較

16

87

118

45
54

13

日本 オーストリア ドイツ

(m/ha)

作業道

林道、

林内公道等

（注）

 

１

 

林道、林内の公道等及び作業道との合算数値

２

 

ドイツは旧西ドイツの数値

林道

作業道

作業路

望ましい形

進めるべき林業生産の基盤整備

17
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林業の熟練技術・経験
長年の森林育成

建設業の路網整備
機械力・測量技術

長伐期・森林計画・団地化・路網設計
路網開削・機械化・間伐材搬出

建設による国産材利用

全国初の林建共働

建設業の参入促進による林業改革

岐阜県
高山市/下呂市/
飛騨市/白川村

森林組合 建設業協会

ひだ林業・建設業森づくり協議会
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▼公共工事等における
間伐材利用の促進

▼森林整備と砂防事業
の連携

▼ 建設機械の活用・建設機械オペレータの活用

○

 

中山間地域の基幹産業（林業・建設業）の活性化による山村の再生
○

 

健全な森林の整備とこれを通じた国土保全、水源かん養機能等の発揮
○

 

森林吸収源対策としての間伐量の確保、間伐材等の利用促進による低炭素社会実現への寄与

取組

○

 

京都議定書に基づく温室効果ガス削減目標の達成に向け、従来の整備水準の1.6倍の間伐が必要な状況
○

 

近年の公共土木工事の減少に加え、急速な経済情勢の悪化
地元森林組合と連携しつつ、地域の建設業の技術と資源（人員・機材）を活用し、地方全体の元気再生を図る

＜運搬＞＜作業道開設＞

＜堰堤工事＞ ＜護岸工事＞＜法面工事＞
成果

▼建設企業の能力を活用した路網の整備等

・

 

間伐等の森林施業に必要な林内路網開設について
定額助成し、建設企業との連携を促進

森林組合等と建設企業との共働

＜舗装工事＞

▼地域の関係者（市町村、建設

 
関係団体、森林組合、建設企

 
業等）が協議会をつくり、こ

 
のような事業をモデル的に連

 
携事業として進めようとする

 
場合に、その前提となる必要

 
な取組みを一括して支援。

平成20年度２次補正

路網整備地域連携モデル事業
5,797百万円（林野庁予算）

平成20年度２次補正

建設業と地域の元気回復事業
3,500百万円（国交省予算）

林業と建設業の連携による地方経済の活性化林野庁・国交省施策

11



機械を利用した搬出間伐

森林整備、国土保全、生物多様性保全のた
 めに基幹的な作業道を整備しよう。

維持管理体制も作ろう。

林業のため国土保全のため

洪水による橋の損壊（2009年兵庫）

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子基幹的な作業道の本格的整備提言（案）

12



林業機械の本格的開発と普及

路網の整備により、林業の機械化を進める
林建共働も促進力に

日本型林業機械の開発

日本の地形、気候に、地質に合った作業システムと林業機械の開発

植林、育林作業

•植林・育林の機械化

素材生産作業

•傾斜地・・・ホイール式運材車の開発による集材速度の向上

•急傾斜地・・・架線集材（例：タワーヤーダ）等による全木集材システムの開発

•大径材化への対応（プロセッサ、ハーベスタ）

林地残材の収集

•収集システムの開発、バンドラーマシンの開発

林業機械レンタルの普及・メンテナンス体制の整備
既存の建機レン

 タル網の利用

提言（案）
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多様な条件における作業システムと高性能林業機械

地形条件によって異なる
作業システム

【急傾斜地】

架線集材

【傾斜地】

路網集材

提言（案）
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間伐の際に、
団地化とともに、
生産基盤たる

路網の整備充実

機械化
効率化

安定供給

次回の間伐では
既に路網があり

さらに経費節減が可能

自立型の林業へのシナリオ

例えば、計画的な間伐（施業）を10年毎に繰り返す。
路網整備と機械化で、切捨て間伐から、残材極小化の搬出間伐へ移行

林業自立のために生産基盤（路網）を先行整備しよう。
産業政策の実施／基幹作業道と機械化に公的補助（産業インフラと共

通技術）⇒林業は民間自立型へ

初回は補助金依存型 次回の間伐から自立型

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子路網整備による林業の自立提言（案）
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●皆伐のイメージ

15,000㎥/年÷250㎥/ha×50年＝3,000ha

高性能林業機械に必要な事業規模提言（案）

●間伐のイメージ

10,000㎥/年÷50㎥/ha×10年＝2,000ha

2,000～3,000ha
機械化による事業量確保
のために必要な施業面積
のイメージ

必要
事業量

間伐による
素材生産量

間伐周期

必要
事業量

皆伐による
素材生産量

皆伐周期

作業モデル

①車両系（2人）
・ハーベスタ(伐採・枝払・玉切）
・フォワーダ（集材）

②架線系（3人）

・チェンソー（伐採）
・プロセッサー(枝払・玉切）

・スイングヤーダ（集材）
生産性（作業員3名、250日/年)： 約13㎥/人・日

生産性（作業員3名、250日/年)： 約20㎥/人・日

作業モデル

①車両系（2人）
・ハーベスタ(伐採・枝払・玉切）
・フォワーダ（集材）

②架線系（3人）
・チェンソー（伐採）
・プロセッサー(枝払・玉切）

・スイングヤーダ（集材）

年間作業
面積

200ha

年間作業
面積
60ha
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信頼できる林地のデータが揃ってない

林地では実測に手間がかかる

林地の地籍調査の進捗率は約4割

所有者の高齢化が進んでいる

不在村、不明所有者の増加が懸念される

森林経営へ関心が薄い

林地境界の確定が必要

団地化ー合意が必要

路網設計ー合意が必要

林地の団地化・路網整備における課題
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JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子国家事業として「平成検地」の実行を提言（案）

農水省農水省

林野庁林野庁

都道府県都道府県

法務省法務省国交省国交省

市町村市町村

地籍調査は全体48％、林地41％の進捗率（平成20年度末）と思わしくない。全国で「地籍や境界

 
が不備なために、土地の適正利用や森林の集約化が進まない」という深刻な問題が発生している。

 
また、国土の危険箇所の把握も不十分で、全国52万カ所の崖崩れ危険地の調査は進捗率30％

 
（平成20年度末）であり、トンネルや橋梁については危険箇所だけでなく位置も十分に把握されて

 
いない状況である。

「平成検地」は、将来の効率的な国土管理・森林管理に必要不可欠な事業である。
建設業の雇用問題に対する迅速で広範囲な有効策としても提案する。

・国家事業として、地籍調査・境界確認を加速しよう
・土地利用（森林状況）の実態把握をしよう
・国土の状況（崖崩れ等の危険性）を調べよう
・全国土デジタル情報基盤を整備しよう

（地形データ、地上データ（森林、建物、インフラ等）
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地籍調査、路網整
 備、機械化、団地

 化を戦略的に戦略的に実施

国、自治体、国、自治体、

 森林組合、森林組合、

 所有者の協働所有者の協働

スギ

皆
伐

幼齢 広葉樹

可視画像

精密地形

林班

既設道路

新
た
に
整
備
す
べ
き

デ
ジ
タ
ル
情
報
基
盤

既
存
の
情
報

森林資源の
 現状を把握

森林森林GISGIS 
改良改良 森林整備の森林整備の優先順優先順

 位付け位付け

全国土で正確なデジタル情報基盤を整備しよう提言（案）

・精密な地形情報と可視画像を

 
重ねることで境界確定、路網整備

 
等の効果が高い森林を、抽出で

 
きる。

・樹高計測、密度管理、材積推定

 
など副次的な利用も可能

赤：急傾斜地、黄：林班界、黒：林道

現在、林地で整備されている森林基本図や森林簿だけでは、微地形や森林資源の状況が不明確な点が多く
効果的な路網整備地区がどこか計画を練ることが難しい。
高品質な可視画像は、デジタル航空写真、衛星画像デジタル航空写真、衛星画像などによって整備可能で、森林資源の現状把握森林資源の現状把握に有効。
精密な地形情報は、航空機搭載型レーザスキャナ航空機搭載型レーザスキャナによって取得され、林内の微地形把握林内の微地形把握に有効。
現在の森林基本図や森林簿に加えて高品質な可視画像と精密地形情報を重ねることにより境界確定や路網境界確定や路網

整備等整備等を効果的・効率的に実施することができる。を効果的・効率的に実施することができる。

施業適地

施業適地
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・国有林・公有林・私有林の区別を越える
・省庁の縦割りを越える
・自治体の境界を越える

 
・業界の垣根を越える

・広葉樹、針葉樹の区分を越える

多様な森林整備と循環型利用を森林全体に展開しよう

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子シームレスな広域の森林整備提言（案）
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森林整備、国土保全など多目的な広域マスタープランをつくろう
省庁間の情報共有を進めよう

山地崩壊（2009年山口県）

持続可能な
森林経営
林業再生

持続可能な
森林経営
林業再生

観光振興観光振興

国土の保全
水源かん養

国土の保全
水源かん養

生物多様性

 の保全

 

生物多様性

 の保全

CO2吸収

低炭素化

CO2吸収

低炭素化

地域振興地域振興

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子森林整備を促進し、総合的な効果をめざす提言（案）
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所有者１

不在所有者

所有者2

所有者4

所有者3

不在所有者

提案
団地化 委託

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子シームレスな広域マスタープラン提言（案）

提案
団地化 委託

所有者１ 所有者2 所有者3

不在所有者 所有者4 不在所有者

森林再生をめざす実効性のある仕組み

＊広域とは河川の流域（森林計画区など）。公的広域組織が、所有者（国、公、民）、行政単位を越える
大枠のマスタープランを作成。団地化は、広域マスタープランの中で数多く実行される。

＊団地化においては、合意取り付けの仕組み（実効性ある調停・裁定のルール）も整備する。

広域マスタープランを森林総合プランナーが作成

効果的な森林整備を実現する、最適ゾーニング
長期的森林計画
多目的な路網計画
国・公・私有林連携
省庁の縦割り・自治体の境界を越えた計画＊

デジタル情報基盤の活用
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人材育成と確保提言（案）

①森林総合プランナーの育成
・広域マスタープランの担い手

を育て受皿をつくろう

③技術の継承と開発
・架線集材、低コストで丈夫な路網
づくり、育種・育林の技術を継承し、
新しい技術を開発しよう

④労働者の確保
・高性能林業機械の普及によって、
若者に魅力ある職場にしよう

・植林、育林など機械化が困難な
作業の労働者を確保しよう

⑤木材コーディネーターの育成
安定供給を図るため素材生産現場と
ﾏ-ｹｯﾄの間をつなぐ営業力と情報力の

ある人材を育てよう
ﾏ-ｹｯﾄ状況の把握から採材寸法指示、

供給先決定等的確な判断ができる人材
の育成をしよう

②施業プランナーの育成
・団地化施業を担うプランナーを
育てよう
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現在現在 10年後10年後

20年後20年後 30年後30年後

～ ～

～ ～

（齢級） （齢級）

（齢級）（齢級）

（万ha） （万ha）

（万ha）（万ha）

育成段階人工林

育成段階人工林

育成段階人工林

高齢級人工林

高齢級人工林

高齢級人工林
育成段階人工林

高齢級人工林

持続的な木材供給には齢級構成の平準化が必要

人工林の齢級構成における課題

③次世代の需要を賄う

 
持続的な資源造成が必要
＝齢級構成の平準化＝

①当面の需要は

 
賄えるが・・・

②国産材の利用拡大が進めば、

 
いづれ無くなる資源なので
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【今後のシナリオ】

 ・・2010年～2050年

 

長伐期施業で今ある資源を活用しつつ、毎年一定面積の皆伐・新植を実行

 ・・・今から平準化に取り組んでも、伐採・利用出来るのは４０年～５０年後

 ・2050年～

 

既存の長伐期施業林に加え、短伐期循環利用林からも出材可能に

齢級構成の一部平準化提言（案）

今の資源だけでは、いずれ限界が訪れる！

齢級構成の一部平準化を目指した、齢級構成の一部平準化を目指した、
 次世代を担う新しい資源の造成次世代を担う新しい資源の造成

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（齢級）

現行の長伐期施業に加え、次世代資源を作り出す
と共に、齢級構成の平準化を目指す『短伐期 循環
利用林』をコンスタントに造成して行くことにより、
長・短 ２つの循環利用林からなる、様々なニーズに
答えられる国産材供給体制を作り上げる。

長伐期 循環利用林

短伐期 循環利用林

～

『将来の齢級構成イメージ』
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国内森林の半分以上の面積を占める天然林の内、国内森林の半分以上の面積を占める天然林の内、
 里山などの広葉樹二次林についても、里山などの広葉樹二次林についても、

 広葉樹二次林の特性広葉樹二次林の特性※※を生かした循環活用を生かした循環活用を目指す。を目指す。

広葉樹二次林（里山）の循環活用提言（案）

※※広葉樹二次林の特性広葉樹二次林の特性

 若木であれば、伐採後

 

植林せずとも萌芽（切り株から出る新しい芽）

 
により森林の再生が可能。（

 

植林・保育コストが安価で済む

 

）
日本では古くから

 

この様な特性を生かした薪炭林施業と称す

 
伐採・更新作業が行われてきたが、燃料革命で炭が使われなくなり、

現在では広葉樹二次林の利用は低い。

①伐出コストの削減①伐出コストの削減
広葉樹二次林の伐出コストの削減には、

 
針葉樹・広葉樹の区分を超えたシームレスな路網整備と

 
高性能機械化が必要！

②広葉樹施業ガイドラインの構築②広葉樹施業ガイドラインの構築

 広葉樹二次林伐採が、生物多様性保全を損なわない様にするためにも、

 
『広葉樹施業ガイドライン』が必要！

⇒ 循環活用による広葉樹二次林（里山）の健全化（若返り）は、

 
ナラ枯れ抑止にも有効。

 
⇒ 多段階の森林（若い森～成熟した森）の存在が、

 
生物多様性の保全に寄与。

製紙原料やバイオマス燃料に利用出来る様にするためには
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用途別国産材比率
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その他用材

ﾊﾟﾙﾌﾟﾁｯﾌﾟ

合板用

製材用

昭和55年以降数量とともに下がり続けた国

 産材率は

 

平成17年より上昇に転じた。

 これは

 

製材用、ﾊﾟﾙﾌﾟﾁｯﾌﾟ用の動向に比し

 合板用が急激に伸びたためと

 

外材製材

 用材が減少したためである。

木材自給全体の用途別
（外材、国産材合計）
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来
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国産材/外材別需給数量と国産材比率
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40,000
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元
年

5 10 16 17 18 19 20

将
来

その他用材

ﾊﾟﾙﾌﾟﾁｯﾌﾟ

合板用

製材用

国産材需給量中味及び用途別需給率

国産材50%目標
 

木材100%利用の方向性の検証

研究会内の利用流通検討会は

 

このような状況
の中で国産材の使用比率をあげること等で国産材の
絶対使用量を50%に増やす可能性につき検討検証した。
さらに自給率50%外ながら国産材の国外輸出も検討する。
目標年度は10年後(平成32年度末)を目途にする。

千m3
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外材
6,009万

 m3

国産材
1,942万

 m3

外材
3,800万

 m3

国産材
3,840万

 m3

（H20）

 
7,952万m3 7,640万m3

木造住宅部門では在来工法で国産材率大幅ｱｯﾌﾟを目指し、2x4工法についても一部部材の国産材転換
その他

 

土木用材、公共建築、梱包材への国産材使用
合板では

 

型枠合板の転換、ﾌﾛｱﾍﾞｰｽの技術開発による転換など。

37万m3

製材用

1,111

万m3

合板用
214万m3

ﾊﾟﾙﾌﾟﾁｯﾌﾟ用

 
511万m3

合板用
530万m3

ﾊﾟﾙﾌﾟﾁｯﾌﾟ､

 
ﾊﾞｲｵﾏｽ用

1､220万m3

その他用
120万m3

製紙用ﾁｯﾌﾟでの針葉樹中心に広葉樹の活用も含めて国産材化の努力。
林地残材、用材のｶｽｹｰﾄﾞ利用による

 

ﾊﾞｲｵﾏｽ利用の促進=石炭混焼、地域ﾊﾞｲｵﾏｽ等。

用材部分のみ

用材部分のみ

24％

50%

可能性のある
 

国産材率
 

50%への
 

組み立て提言（案）

その他用

製材用

1,900

万m3
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外材
1,604

 万m3

国産材
1,111

 万m3

外材
950万

 m3

国産材
1,900

 万m3

在来工法
年間着工85万戸で試算した場合

国産材280万m3転換

 
外材500万m3の減少

２ｘ４工法
国産材に転換使用

 
110万m3

土木関連＊
追加可能性

 
200万m3

公共建築
追加可能性150万m3

梱包材
国産材への転換可能

 
50万m3（H20）

 
2,715万m3 2,850万m3

住宅用材を中心とした

 
製材用材の自給率の向上 現状41％

 
→

 
将来

 
67％へ現状41％

 
→ 将来 67％へ

在来工法での国産材率の上昇

 
現状より25ﾎﾟｲﾝﾄ上昇を目指す

その他

 
土木関係

 
公共建築への国産材利用、梱包材の国産材転換

41% 67%

製材用材の国産材への転換提言（案）

2x4工法では構造材20m3/棟のうち6.5m3を国産材転換

＊土木関連の推計値は「土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会」が算出 29



外材

 813万

 m3

外材

 550万

 m3

国産材

 530万

 m3

（H20)

 
1､027万m3 1､080万m3

構造用合板

 
輸入部分を国産材に転換

（建築着工数減考慮）

 
150万m3

建築用

 
型枠合板の国産材化

 
90万m3

複合床板用台板（ﾌﾛｱﾍﾞｰｽ）
25%国産材転換

 
25万m3

仮囲い等

 
国産材合板へ

50万m3

各種合板用途の国産材化
現状

 
21%

 
→ 将来 49%現状住宅向け構造用合板の国産材比率が上昇。

 この他

 
型枠合板、ﾌﾛｱﾍﾞｰｽの国産材化に取り

 組む。

国産材

 214万

 ｍ3

49%

合板用材の国産材への転換提言（案）

※

 

国内製造合板中の国産材比率は

 

現在54%以上
21%
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外材

 3,274

 万m3

外材

 2,070

 万m3

国産材

 1,220

 万m3

（H20)

 
3,786万m3 3,290万m3

林地残材等のｴﾈﾙｷﾞｰ利用での使用増
石炭火力発電での混燃、ﾊﾞｲｵﾏｽ発電利用、

ﾍﾟﾚｯﾄ、ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ利用など

 

450万m3

輸入針葉樹チップ・広葉樹チップ

国産材転換

 
350万m3

製紙用ﾁｯﾌﾟは2008年→2009年に原材料需要が大幅に下落。検討では

 この点を考慮

 
需要量調整した上で

 
輸入ﾁｯﾌﾟの転換の可能性を検討。

国産材

 511万

 ｍ3
13.5%

37%

林地残材等のｴﾈﾙｷﾞｰ利用については総合的なｺﾝｾﾝｻｽ取れておらず、
あくまでも

 
仮定の数字となる。

パルプ・チップの国産材への転換とバイオマスにおける需要の拡大提言（案）

ﾊﾟﾙﾌﾟ
ﾁｯﾌﾟ

770万m3

林地残材等
エネルギー利用

450万m3

製紙用ﾁｯﾌﾟ

 
2008年(H20）から940万m3の需要減少を
勘案した上で下記の将来予測。
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JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子木材自給率５０％を実現のために提言（案）

【製材】
•集成材JAS規格へ仕様規定だけでなく性能規定の併用導入を進めよう

 

（JAS規格の

見直しを提案）
•一般住宅向け木材規格を統一し、品質の見える化を進めよう

統一した規格により生産量がまとまり、安定（定量）生産が可能になる→安定生産で
生産性向上、コストが下がる

 

→

 

原木消費の安定化→供給の安定化にも繋がる
・ハウスメ－カ－以外の一般住宅向けの資材決定権がブレカット工場に移るのが一般的

になりプレカット工場の要求を満たす品質をも追求すべき。(乾燥レベル、精度等)
•制度面からの国産材利用に対するインセンティブの提案
•土木技術者、公共建築物件の設計者へ木材利用の方法を伝えよう

【合板】
•各種合板ごとにテーマはあるが、まだまだ技術的に問題は多く、表面性、接着性能等技術

 面で改善できる技術開発を促進しよう

•生産工場が大型化し、数が少なく分散しているため原木の運賃負担力が大きい
→

 

各原木生産地での低投資の単板工場の検討（運賃経費の軽減）

【パルプチップ・バイオマス】
•製紙では

 

輸入チップから国産材チップへの転換がキーポイントであり、針葉樹チップ転換

 と同時に広葉樹二次林の有効活用を進めよう

•最大のポイント

 

→

 

未利用資源(切り捨て間伐材等)のマテリアル、エネルギー利用をいか

 に進めるかが今後の課題
→

 

原木チップのコストの問題（製紙も含め）大きい。
しかし

 

この分野での問題解決が国産材化５０％達成のカギとなる
32



団地化や適正規模の施業をしている事業体同志での

 

統合営業が可能になる体制の

 確立。まとまった量の素材を動かすことのできるﾒﾘｯﾄを生かせる体制の確立。

標準的な地理、地形の場所では多機能中間土場の設立。
可能なところでは直送比率の最大化。
原木市場制度

 

利用の見直し

A材をはじめ

 

B,C,D,材をカスケード利用するため適切な時点に適切な造材をして

適切な販売先へ納材できる体制の確立。＝

 

判断できる人的能力も高める必要

情報化により

 

在庫状況の把握や運送体制の効率化の可能性考えられる。

これらは

 
供給側から消費側へ安心感を与えるｼｽﾃﾑとしても機能する

共同体（素材生産者たちが組織）、単独

 
事業体（専門商社等）、森林組合

 

等

が担い手となるｲﾒｰｼﾞ
流通経費を最小化するための方策

国産材の場合

 

どうしても

 

外材の市況、住宅の動向、一般経済動向
等の条件の変化で

 

高く売れる状況が変化する。

役物（高級材）や

 

特殊な広葉樹などは

 

価値最大化のため

 

引き続き原木市場の利用が必要

売値を最大化するための方策

流通段階での
 

新たな提言
提言（案）

判断

上記情報を集積させ

 
ることで次ページの

 
ような効果発揮

国産材において、山土場から工場までの物流は主要外材に比べて特に無駄が多く遅れた分

 
野である。

 

工場の大型化は徐々に進み始めているが、原木の物流の整備が伴っていない。

 国産材の供給不安定の問題が付きまとう

物流改革が必要 ＝流通を安定化させた上で
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JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子多機能中間土場による新しい物流システム提言（案）

製材メーカー

合板メーカー

製紙メーカー

ボードメーカー

ペレットメーカー

電力ガス会社

国有林・大規模

 森林所有者

多機能多機能

中間土場中間土場

直送・システム販売直送・システム販売

原木市場

１０１０ttトラックトラック

情報情報情報情報

・運営母体は社会的信用力のある企業等が担うことにより、経営責任を明確にする。

・マーケット情報、伐採情報等の一元化により、需給調整、運送トラックの効率化を図る。

・既存の原木市場の転換、多機能中間土場としての利活用等も検討する。

•役物（高級材）等

 
既存の市場機能の必要な局面も存在する。

所有者

所有者 所有者

所有者

34



森林資源のマテリアルとエネルギーのバランスを取ろう

木材のカスケイド利用の推進、全木材１００％利用、林地残材活用、
バイオマス利用の促進

石炭火力発電に木質バイオマス混焼、木質バイオマス利用のボイラー・発電
木質ペレットボイラー・ストーブなど（化石燃料の代替、CO2削減）

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子マテリアル・エネルギー、全木材100％利用提言（案）

マテリアル

エネルギー

森林資源森林資源

製材製材

原木原木

合板合板

燃料／エネルギー燃料／エネルギー

灰・残さ灰・残さ

チップチップ

製紙製紙 ボードボード

全木材のカスケイド利用

林地

 
残材

 

林地

 
残材
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木くず、燃焼灰利用の課題

１．木くず処理､運搬が廃掃法適用対象となる場合がある。
２．木質燃料の燃焼灰は廃掃法上燃え殻に属する。
３．都道府県単位の運用に大きな差異が生じている。

また、不明記内容は都道府県の運用による。

森林資源エネルギー利用の拡大

森林資源利用の目指すべき姿

１．林道・作業道整備、建設業と連携して
機械化を進め、搬出コストを低減する。

２．間伐材は基本的に全て搬出する。

３．搬出材の１００％利用を目指す。

対策

・

 

廃掃法関連手続きの簡素化を図り、木くず､燃焼灰
の有効利用を妨げないようにする。

・

 

廃掃法の運用を統一するための解釈例を作成する
・

 

燃焼灰の有効利用の促進｡（ｾﾒﾝﾄ原料、肥料等）

林地残材等のエネルギー利用目標

１．発電利用の拡大：石炭火力発電に於ける混焼
専焼発電設備の新設、稼動率増

２．熱利用の拡大

 

：ペレット製造・利用設備の普及

４５０万m3

建築廃材

未利用分

含解体家屋材

広域利用

エネルギーの地産地消を基本理念と
し、既存の大型利用設備が近隣に存
在しない地区における林地残材・製
材端材の利用に関しては、地域内で
の利用を促進する。（環境プレミアム

パルプ工場

ボード工場
（既存）

ペレット輸送は、
近距離を基本と
し、輸送エネル
ギー消費を抑え
るとともに、発電
と

 

熱利用を共に
促進させていく。

製材端材

ペレット工場

（新設､既存）

地域利用Ⅱ

間伐未利用材

製材所

不良木

大型利用設備がすでに存在
する地域は、適材適所によ
り建築廃材を含むチップ利
用を進めていく。

製材端材

地域利用Ⅰ

間伐未利用材
製材所

不良木

チップ

A、B材

石炭火力発電所
（新設・既存）

都市部で
の熱利用

製材端材

間伐未利用材
製材所

不良木、枝葉チップ

A、B材

バイオマス発電所
（新設､既存）

地域内での熱利用

バイオマスボイラ

農業用暖房機

ボイラー

ｽﾄｰﾌﾞ

冷暖房

マテリアル利用

エネルギー利用

チップ､ペレットの利用イメージ

関連制度の整備､活用もポイント）
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地方自治体や、経産省、林野庁、国交省等

 の連携による支援

地域産業創出

広範囲な企業を結集し、雇用を創出しながら、森林再生を実現しよう

森林バイオマスのエネルギーを利用した野

 菜工場・製造業等の新しい中山間の企業

 立地を促進しよう

森林資源活かし、農商工連携で産業・観光

 振興しよう

JAPIC森林再生事業化研究会主査091103

慶応義塾大学

 

教授

 

米田雅子産業界と森林の連携で雇用創出提言（案）

製紙

建設機械

観光

金融

商社

製造業

鉄鋼

電力ガス

地域バイオマス

エネルギー利用

地域産業の創出

国産木材利用商品

多様な森林資源ビジネス創出

林建共働

林業機械・車両開発
架線集材の改良 CO2排出権、カーボン

 
オフセット

全木集材システム

国産材利用推進

バイオマスの用途開発

広葉樹の多様な活用

住宅・建築

運輸

流通・物流改革

林

 業

 

林

 業

木

 
材

 
加

 
工

 

木

 
材

 
加

 
工
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次世代林業システムを需要サイドから支援するための広報のあり方

消費者マインドの現状（改革の必要性）

森林伐採というと熱帯雨林の違法伐採のイメージが根強いため、国内の森林についても、
「木を切ることは良くないこと、木を使うことも良くないこと」と思い込んでいる風潮が否めない。

消費者マインド改革のポイント

・森林は大切である
・伐採（間伐、主伐）は健全な森づくりにいいこと（再植林が前提）
・木を使うことは健全な森づくりにいいこと(暗い森から明るい森へ)

本腰を入れた中長期的な
広報＝教育が不可欠

・キッザニアに林業体験をアトラクション化
・小・中学校に森林保全体験を取り入れる
・社有林や企業の森で林業体験を活発化
・企業による小学校への出前授業を創設
・東京湾の埋立地を林業体験の場に再生

・わかりやすい本の出版
・「森の町内会」を主要都市に立ち上げ、「間伐に

寄与する紙」の使用により、「間伐と国産材利用
の大切さ」を日常的に意識づけ

・メディアの共鳴による継続的な発信
・パンフレットやホームページによる情報発信

大人への広報＝教育子供たちへの広報＝教育

提言（案）
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